
１．11月補正予算（第８号）案について

　（単位：千円）

［会計区分］ 　［補正前の額］ 　［補　正　額］ 　　［補正後の額］

一般会計 145,182,285 2,704,272 147,886,557

特別会計 101,308,078 646,085 101,954,163

企業会計 75,971,004 △ 723,171 75,247,833

財産区 50,900 0 50,900

　　　計 322,512,267 2,627,186 325,139,453

　お問い合わせ先

令和７年度１１月補正予算（第８号）案の概要

　　　電話　０５９-３５４-８１３０

　　　四日市市 財政経営部 財政課

　一般会計における補正の主な内容は、９月１２日からの大雨に伴う災害におい
て被災した市民に対する支援として、生活必需品の提供や止水板等の設置に対す
る補助金を計上したほか、売上げが減少した事業者を対象とする融資（セーフ
ティネット保証４号）に係る保証料補助金、商店街が実施する賑わい創出や災害
予防への取り組みに対する補助金を計上しようとするものです。加えて、知と交
流の拠点施設整備に係る基本設計業務委託費の債務負担行為を追加しておりま
す。
　また、ふるさと応援寄附金が当初の想定を大きく上回る見込みであるため、返
礼品等に要する経費の増額補正を行っております。
　このほか、新しい地方経済・生活環境創生交付金の補助採択を受け、都市公園
整備事業費の増額補正などを行っております。加えて、公定価格の上昇に伴う保
育所等の事務費事業費などに係る扶助費について、実績が当初予算を上回る見込
みであることから、増額補正を行っております。
　歳入については、ふるさと応援寄附金や一般繰越金の増額補正を行うととも
に、歳出各款に関する特定財源の補正を行うほか、市債の発行抑制及び財政調整
基金繰入金の減額補正により収支の均衡を図りました。
　このほか、令和８年４月１日から業務を開始するため本年度中に契約を行う必
要のある事業費について、債務負担行為を追加するとともに、繰越明許費、地方
債の補正を行っております。
　特別会計については、過年度国県支出金等返還金の確定等により、国民健康保
険特別会計及び介護保険特別会計において増額補正を行うとともに、各会計にお
いて債務負担行為の追加を行っております。
　企業会計については、水道事業会計において、営業費用の増額補正、下水道事
業会計において、建設改良費の減額補正、農業集落排水事業会計において、営業
費用の増額補正を行っており、併せて各会計において債務負担行為の追加などを
行っております。
　このほか、人事院勧告に準じ、議員報酬や市長及び副市長の給与、並びに職員
の人件費について、一般会計、土地区画整理事業特別会計を除く各特別会計、並
びに市立四日市病院事業会計及び農業集落排水事業会計において所要の予算措置
を行っております。
　その結果、11月補正予算（第８号）の予算規模としては、次のとおりです。
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２．一般会計について 　

・歳　入 （単位：千円）

款 補正前の額 補　正　額

16．国庫支出金 25,060,562 262,842 △ 1,923
12,666

133,284
23,304
17,324
41,049
3,987

42,100
1,208
4,249

13,100
△ 27,506

17．県支出金 9,472,320 60,056 △ 961
37,639
8,663
8,662

△ 850
3,977
4,985

△ 13,854
686

2,124
8,985

19．寄附金 820,256 188,500 188,500

20．繰入金 3,607,979 3,646 △ 354
都市基盤・公共施設等整備基金繰入金 4,000

21．繰越金 150,280 3,009,746 3,009,746

22．諸収入 7,122,670 20,582 802
12,910
2,470
4,400

23．市債 8,823,800 △ 841,100 △ 41,400
△ 285,300
△ 12,300
△ 10,800
△ 29,000
△ 92,600
△ 9,700

△ 75,000
△ 80,300

36,000
△ 27,500

△ 207,900
△ 4,400

△ 29,300
28,400

計 145,182,285 2,704,272 補正後の額 147,886,557 　

※補正前の合計欄は今回補正を行わない款の額を含む

・歳　出 （単位：千円）

款 補正前の額 補　正　額

１．議会費 661,822 8,450 1,515
6,935

２．総務費 19,041,154 2,171,026 △ 1,941
73,500

891
455,608

財政調整基金積立金 1,580,013
62,955

主な内訳

生活保護費負担金（３／４）

介護保険低所得者保険料軽減負担金（１／４）

妊婦のための支援給付交付金（１０／１０）
社会資本整備総合交付金（住宅）（１／２）

子ども・子育て支援交付金（１／２）
重層的支援体制整備事業交付金（１／２等）

新しい地方経済・生活環境創生交付金（第２世代交付金）（１／２）

重層的支援体制整備事業交付金（１／４等）
地域医療介護総合確保基金事業補助金（１０／１０）

幼稚園施設型給付費補助金（１／２）

楠福祉会館整備事業資金

財政調整基金繰入金

産後ケア利用料

自動車車両損害賠償保険金

ふるさと応援寄附金

介護保険低所得者保険料軽減負担金（１／２）

児童手当給付費負担金（５／５・１３／１５・７／９）
保育所事務費事業費負担金（１／２）

地域型保育給付費負担金（１／２）
幼稚園施設型給付費負担金（１／２）

一人親家庭等医療費補助金（１／２）

子ども・子育て支援交付金（１／４）

児童扶養手当負担金（１／３）

保育所事務費事業費負担金（１／４）

地域型保育給付費負担金（１／４）
幼稚園施設型給付費負担金（１／４）
児童手当給付費負担金（１／９・１／１５）

一般繰越金

　　　災害救助費負担金（１０／１０）

朝日、川越二町消防事務受託費
過年度補助金戻入

公営住宅建設事業資金

認定こども園整備事業資金
義務教育施設整備事業資金

楠ふれあいセンター管理運営費　

【人件費】

公園整備事業資金

庁舎等施設整備事業資金
地区市民センター整備事業資金
防災施設設備整備事業資金
文化会館整備事業資金
社会体育施設整備事業資金

道路整備事業資金
駐車場整備事業資金

生活環境施設整備事業資金

　　　公共土木施設災害復旧事業資金

主な内訳　

議員報酬等
【人件費】

消防施設設備整備事業資金

　　　防災システム整備事業費　
過年度国県支出金等返還金

魅力収集発信事業費　

災害対応

災害対応

災害対応
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款 補正前の額 補　正　額

３．民生費 57,524,684 263,236 9,970
△ 15,754

1,900
△ 1,702
△ 2,310

40,630
38,000

923
52,620

208,564
43,585

977
3,000
2,364

△ 92,594
△ 26,937

４．衛生費 13,606,160 △ 20,424 9,300
13,100

220
△ 43,044

５．労働費 61,544 715 715

６．農林水産業費 2,031,780 2,380 653
7,000

600
△ 5,873

７．商工費 4,099,051 63,203 5,000
30,000

258
27,945

８．土木費 22,910,369 71,281 △ 453
80,000
3,000

△ 59,406
48,140

９．消防費 7,044,811 39,750 △ 31,800
11,400

284
7,500

52,366

10．教育費 13,752,305 55,855 55,855

13．災害復旧費 0 48,800 48,800

計 145,182,285 2,704,272 補正後の額 147,886,557 　
※補正前の合計欄は今回補正を行わない款の額を含む

認知症高齢者グループホーム建設費補助金

楠保健福祉センター管理運営費
児童手当

幼稚園事務費事業費（児童一般分）
保育所事務費事業費（児童一般分）

【人件費】

消防車両管理費

      止水板等設置補助金

　　　買い物拠点再生事業費
　　　セーフティネット資金保証料補助金
観光施設整備事業費　　　
【人件費】

消防庁舎等管理費

介護保険特別会計繰出金

主な内訳　

児童扶養手当

施設開設準備経費補助金　
一人親家庭等医療費

四日市港管理組合負担金

【人件費】

　　　 令和７年発生土木災害復旧単独事業費（道路復旧）

市営住宅整備事業費　　　

都市公園整備事業費
　　　下水道雨水処理費等負担金

【人件費】

民間社会福祉施設整備費補助金（障害児通所支援事業所）

地域型保育事業費
　　　令和７年９月大雨災害救助経費（危機管理課）
　　　令和７年９月大雨災害救助経費（市営住宅課）

後期高齢者医療特別会計繰出金　　　

国民健康保険特別会計繰出金

産後ケア事業費

【人件費】

食肉センター食肉市場特別会計繰出金
　　　農業集落排水事業会計補助金
【人件費】農業集落排水事業会計補助金　　　
【人件費】

      水防設備整備事業費　

妊婦のための支援給付事業費
　　　廃棄物対策事業費　　　
【人件費】

【人件費】

災害対応

災害対応

災害対応

災害対応

災害対応

災害対応

災害対応

災害対応

・繰越明許費（追加） (単位：千円）

款 項 事　　　業　　　名 金　額

２．総務費 ３．戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳情報システム運営費 3,432

８．土木費 ６．都市計画費 都市公園整備事業費 80,000

災害対応

災害対応
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・債務負担行為(追加） 　　　　　　　　　 　　 (単位：千円)

内　容 期　間 限度額事　項　

橋 北 交 流 会 館 総 合
管 理 業 務 委 託 費

橋北交流会館の総合管理業務に係る委託料 令和７～10年度 159,900

窓 口 支 援 シ ス テ ム 導 入
業 務 委 託 費

窓 口 支 援 シ ス テ ム 導 入 業 務 に 係 る 委 託 料 令和７～８年度 70,700

知 と 交 流 の 拠 点 施 設 整 備
基 本 設 計 業 務 委 託 費

知 と 交 流 の 拠 点 施 設 整 備
基 本 設 計 業 務 に 係 る 委 託 料

令和７～８年度 271,000

登 校 サ ポ ー ト セ ン タ ー
清 掃 業 務 委 託 費

登 校 サ ポ ー ト セ ン タ ー の 清 掃 業 務
に 係 る 委 託 料

居 場 所 の つ な が り 推 進
事 業 業 務 委 託 費

居 場 所 の つ な が り 推 進 事 業 に 係 る 委 託 料 令和７～８年度 8,400

保 育 士 派 遣 業 務 委 託 費 保 育 士 派 遣 業 務 に 係 る 委 託 料 令和７～８年度 74,869

令和７～８年度 17,700

第 ５ 次 四 日 市 市 学 校 教 育
ビジョン策定支援業務委託費

学校教育ビジョンの策定支援業務に係る委託料 令和７～８年度 9,700

地 場 産 業 振 興 セ ン タ ー
機 械 警 備 業 務 委 託 費

地 場 産 業 振 興 セ ン タ ー の
機 械 警 備 業 務 に 係 る 委 託 料

令和７～９年度 630

中 央 通 り 再 編 工 事 費
（ バ ス タ ー ミ ナ ル 区 域 ）

こ ども み らい ク ーポ ン 管 理
シ ス テ ム 等 導 入 経 費

こ ど も み ら い ク ー ポ ン 管 理 シ ス テ ム 等 の
導 入 に 係 る 経 費

令和７～８年度 35,400

旧 土 地 台 帳 等 閲 覧
証 明 業 務 委 託 費

旧 土 地 台 帳 等 の 閲 覧 ・ 証 明 業 務
に 係 る 委 託 料

令和７～10年度 18,500

多様なこどもの居場所づくり実証事業
( 小 中 学 生 の た め の 体 験 が
できる居場所づくり)業務委託費

多 様 な こ ど も の 居 場 所 づ く り 実 証 事 業
( 小 中 学 生 の た め の 体 験 が で き る
居 場 所 づ く り ) に 係 る 委 託 料

令和７～８年度 8,570

夏 休 み 児 童 預 か り
事 業 業 務 委 託 費

夏 休 み 児 童 預 か り 事 業 に 係 る 委 託 料

LINE ア カ ウ ン ト 再 構 築
業 務 委 託 費

LINE ア カ ウ ン ト 再 構 築 業 務 に 係 る 委 託 料 令和７～８年度 7,480

地区市民センター及び楠交流
会 館 機 械 警 備 業 務 委 託 費

地 区 市 民 セ ン タ ー 及 び 楠 交 流 会 館 の
機 械 警 備 業 務 に 係 る 委 託 料

令和７～12年度 11,780

四 日 市 ド ー ム 機 械 警 備
業 務 委 託 費

四日市ドームの機械警備業務に係る委託料 令和７～９年度 1,906

四 日 市 ド ー ム 総 合 管 理
業 務 委 託 費

四日市ドームの総合管理業務に係る委託料 令和７～９年度 104,600

四 日 市 ド ー ム 管 理 運 営 ・
教 室 運 営 業 務 委 託 費

四 日 市 ド ー ム の 管 理 運 営 ・ 教 室 運 営
業 務 に 係 る 委 託 料

令和７～９年度 52,900

テ ー マ 型 協 働 業 務 委 託 費 テ ー マ 型 協 働 業 務 に 係 る 委 託 料 令和７～９年度 3,000

多様なこどもの居場所づくり実証事業
(小学生高学年（４～６年生）のため
の 身 近 な 居 場 所 づ く り )
業 務 委 託 費

多 様 な こ ど も の 居 場 所 づ く り 実 証 事 業
( 小 学 生 高 学 年 （ ４ ～ ６ 年 生 ） の た め の
身 近 な 居 場 所 づ く り ) に 係 る 委 託 料

令和７～８年度 6,130

保 育 所 等 医 療 的 ケ ア 児
看 護 業 務 委 託 費

保 育 所 等 医 療 的 ケ ア 児
看 護 業 務 に 係 る 委 託 料

令和７～８年度 21,090

中 央 通 り 再 編 （ バ ス タ ー ミ ナ ル 区 域 ）
に 係 る 工 事

令和７～９年度 648,000

宮 妻峡 エ リア 再 整備 事 業 費 宮 妻 峡 エ リ ア 再 整 備 に 係 る 事 業 費 令和７～９年度 413,800

北 消防 署 事務 室 増築 工 事 費 北 消 防 署 事 務 室 増 築 に 係 る 工 事

地 場 産 業 振 興 セ ン タ ー
総 合 管 理 業 務 委 託 費

地 場 産 業 振 興 セ ン タ ー の
総 合 管 理 業 務 に 係 る 委 託 料

令和７～８年度 20,570

狂 犬病 予 防法 等 業務 委 託 費 狂 犬 病 予 防 法 等 業 務 に 係 る 委 託 料 令和７～10年度 53,900

170,200

可 動式 プ ロジ ェ クタ セ ッ ト
リ ース 及 び導 入 業務 委 託 費

小 中 学 校 の プ ロ ジ ェ ク タ セ ッ ト
に 係 る 賃 借 料 及 び 委 託 料

令和７～12年度 289,570

令和７～10年度 7,010

令和７～８年度 32,400

業 務 ・ 事 務 処 理 委 託 等
に 要 す る 経 費

業 務 ・ 事 務 処 理 に 係 る 委 託 料 等 令和７～８年度 548,153

施 設 保 守 管 理 委 託 等
に 要 す る 経 費

施 設 保 守 管 理 に 係 る 委 託 料 等 令和７～８年度 459,846

止 水 板 等 設 置 補 助 金 止 水 板 等 設 置 に 係 る 補 助 金 令和７～８年度 2,000

学 校 図 書 館 業 務 に 係 る 委 託 料 令和７～10年度

学 校 給 食 用 食 材 調 達 等
業 務 委 託 費

学 校 給 食 用 食 材 調 達 等 業 務 に 係 る 委 託 料 令和７～８年度 1,672,200

民 間プ ー ル施 設 を活 用 し た
水 泳 指 導 業 務 委 託 費

民 間 プ ー ル 施 設 を 活 用 し た
水 泳 指 導 業 務 に 係 る 委 託 料

令和７～８年度 174,400

学 校 図 書 館 業 務 委 託 費
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・収支差の調整について
　①決算剰余金（実質収支）の二分の一ルール分を財政調整基金に積み立て（約16億円）
　②交付税措置のない、償還年数が短い市債の発行抑制（約８億円）
　③残りの収支差分は財政調整基金繰入金の減で調整（354千円）

（単位：千円）

積立額 取崩額 基金残高

292,252 8,867,284

860,944 9,728,228

2,118,758 11,846,986

180,898 491,461 11,536,423

472,612 11,063,811

当初予算 38,694 1,814,834 9,287,671

当初補正（第1号） 9,287,671

６月補正（第2号） 9,287,671

６月補正（第3号） 111,275 9,176,396

９月補正（第4号） 9,176,396

９月補正（第5号） △ 11,800 9,188,196

11月補正（第7号） 9,188,196

11月補正（第8号） 4,000 9,184,196

令和６年度（繰越明許費）

令和６年度

令和４年度

令和３年度

令和７年度

・都市基盤・公共施設等整備基金
（都市基盤・公共施設等整備基金の推移）

年度

令和５年度

（単位：千円）

積立額 取崩額 基金残高

2,268,659 3,251,558 13,892,449

4,246,924 3,901,157 14,238,216

2,357,546 1,344,652 15,251,110

2,081,214 1,373,684 15,958,640

当初予算 55,446 1,637,000 14,377,086

当初補正（第1号） △ 211,788 14,588,874

６月補正（第2号） 14,588,874

６月補正（第3号） 38,465 14,550,409

９月補正（第4号） 1,100 14,549,309

９月補正（第5号） △ 14,981 14,564,290

11月補正（第7号） △ 260,000 14,824,290

11月補正（第8号） 1,580,013 △ 354 16,404,657

・財政調整基金
（財政調整基金の推移）

令和４年度

令和７年度

年度

令和３年度

令和５年度

令和６年度

・債務負担行為（変更） 　　　　　(単位：千円）

期間 限度額 期間 限度額
事　　　　項　

補　正　前 補　正　後

スマートシティ構築促進補助金 令和７～８年度

内　　容

住 宅 へ の 創 エ ネ 設 備 等
導 入 に 係 る 補 助 金

補正額

4,00028,000 令和７～８年度 32,000

事 務 用 機 器 等 運 用 経 費 事 務 用 機 器 等 使 用 料 等 令和７～14年度 169,179 令和７～14年度 449,136 279,957

・地方債（変更） （単位：千円）

起　債　の　目　的 補正前 補正後 補正額
楠福祉会館整備事業資金 41,400 0 △ 41,400
庁舎等施設整備事業資金 285,300 0 △ 285,300
地区市民センター整備事業資金 12,300 0 △ 12,300
防災施設設備整備事業資金 10,800 0 △ 10,800
文化会館整備事業資金 165,800 136,800 △ 29,000
社会体育施設整備事業資金 2,000,800 1,908,200 △ 92,600
生活環境施設整備事業資金 9,700 0 △ 9,700
道路整備事業資金 498,800 423,800 △ 75,000
駐車場整備事業資金 80,300 0 △ 80,300
公園整備事業資金 148,400 184,400 36,000
公営住宅建設事業資金 59,300 31,800 △ 27,500
消防施設設備整備事業資金 1,333,200 1,125,300 △ 207,900
義務教育施設整備事業資金 761,000 756,600 △ 4,400
認定こども園整備事業資金 29,300 0 △ 29,300

・地方債（追加） （単位：千円）

起　債　の　目　的 補正前 補正後 補正額
公共土木施設災害復旧事業資金 0 28,400 28,400
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３．特別会計について  

会　計　名 補正前の額 補　正　額

競 輪 事 業 41,760,640 8,838 【人件費】 8,838

【歳入】

　　財政調整基金繰入金 8,838

国 民 健 康 保 険 26,100,728 133,708 7,838
122,462

【人件費】 3,408

【歳入】
7,838
2,364

123,506

970,000 653 653

【歳入】
　　一般会計繰入金 653

介 護 保 険 23,989,000 504,588 505,395
18,946

△ 19,753

【歳入】
　　財政調整交付金 △ 84,692

5,262
　　事務費交付金 2,000

△ 47,309
3,531

　　基金運用益 35,585
　　一般会計繰入金 △ 92,594
　　基金繰入金 187,313
　　繰越金 495,492

後期高齢者医療 8,428,710 △ 1,702 △ 1,702

【歳入】
　　一般会計繰入金 △ 1,702

計 101,308,078 646,085 補正後の額 101,954,163 　
※補正前の合計欄は今回補正を行わない会計を含む

食 肉 セ ン タ ー
食 肉 市 場

【人件費】

　　繰越金

主な内訳

基金積立金

（単位：千円）

過年度国庫支出金等返還金
【人件費】

過年度国庫支出金返還金等

　　財産収入（金融機関預金利子）

介護保険給付費支払準備基金積立金

【人件費】

　　地域支援事業交付金

　　介護給付費負担金
　　地域支援事業交付金

　　一般会計繰入金

・債務負担行為
事　　項 内　　容 期　間 限度額

食 肉 セ ン タ ー 食 肉 市 場
清 掃 業 務 委 託 費

清 掃 業 務 に 係 る 委 託 料 令和７～８年度 1,700

(単位：千円）
会　計　名

食 肉 セ ン タ ー
食 肉 市 場

・債務負担行為（追加） (単位：千円）

事　　項 内　　容 　期　間　 限度額

診 療 報 酬 明 細 書 内 容 点 検 等
業 務 委 託 費

診 療 報 酬 明 細 書 （ レ セ プ ト ）
点 検 業 務 に 係 る 委 託 料

令和７～８年度 3,430

資 格 確 認 書 等 作 成 印 字
封 入 封 緘 等 業 務 委 託 費

資 格 確 認 書 等 作 成 印 字 及 び
封 入 封 緘 に 係 る 委 託 料

令和７～８年度 7,480

介 護 保 険 料 納 入 通 知 書 等
印刷、封入・封緘業務委託費

介護保険料納入通知書等の印刷、
封 入 ・ 封 緘 に 係 る 委 託 料

令和７～８年度 10,280

認知症高齢者等位置情報探知
シ ス テ ム 関 係 経 費

認知症高齢者等位置情報探知システム
の小型 端末機器 購入 に係る 経費

令和７～８年度 894

介 護 保 険

国 民 健 康 保 険

会　計　名
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４．企業会計について
会　計　名 補正前の額 補　正　額

水 道 事 業 13,519,336 40,000 営業費用 40,000

31,083,964 340,801 340,801

下 水 道 事 業 30,817,358 △ 1,111,572 3,000

【歳入】
　　他会計負担金 3,000

建設改良費 △ 1,114,572

【歳入】
　　企業債 △ 494,500
　　国庫補助金 △ 618,420

550,346 7,600
7,000

600

【歳入】
　　他会計補助金 7,600

計 75,971,004 △ 723,171 補正後の額 75,247,833 　

【人件費】

営業費用

農業集落排水事業費用
　処理場費

主な内訳

【人件費】市 立 四 日 市
病 院 事 業

農 業 集 落
排 水 事 業

・債務負担行為（追加）
事　　項 内　　容 期　間 限度額

漏 水 防 止 業 務 事 業 費
（ 令 和 ７ 年 度 ）

漏 水 調 査 及 び IoT 漏 水 監 視
業 務 委 託 料

令和７～10年度 203,520

保 守 点 検 業 務 費
（ 令 和 ７ 年 度 ）

管 路 及 びバ ル ブ 点 検 業 務 委 託 料 令和７～８年度 20,320

職 員 健 康 管 理 費
（ 令 和 ７ 年 度 ）

産 業 医 及 び 職 員 定 期 健 康
診 断 等 業 務 委 託 料

令和７～９年度 3,170

車 両 運 搬 具 購 入 費
（ 令 和 ７ 年 度 ）

車 両 （ ２ 台 ） に 係 る 購 入 費 令和７～８年度 4,996

(単位：千円）

水 道 事 業

会　計　名

・債務負担行為（追加）

事　　項 内　　容 期　間 限度額

事 業 用 機 器 等 運 用 経 費 輸 液 ポ ン プ 賃 貸 借 令和７～13年度 22,086

事 務 用 機 器 等 運 用 経 費
メ ー ル ホ ス テ ィ ン グ
サ ー ビ ス 利 用 料

令和７～８年度 2,018

医療用器材滅菌消毒等業務委託費 医療用器材滅菌消毒等業務委託料 令和７～10年度 404,865

採 血 順 番 表 示 シ ス テ ム
改 修 等 業 務 委 託 費

採 血 順 番 表 示 シ ス テ ム
改 修 等 業 務 委 託 料

令和７～８年度 3,938

外来用駐車場管理運営業務委託費 外来用駐車場管理運営業務委託料 令和７～10年度 84,480

病院施設更新計画策定に向けた
あ り 方 検 討 支 援 業 務 委 託 費

病 院 施 設 更新 計 画 策定 に 向 け た
あ り 方 検 討 支 援 業 務 委 託 料

令和７～８年度 13,200

就 職 準 備 資 金 貸 付 事 業 費 就 職 準 備 資 金 貸 付 金 令和７～８年度 12,600

市 立 四 日 市
病 院 事 業

(単位：千円）

会　計　名

・債務負担行為（追加）
事　　項 内　　容 期　間 限度額

職 員 健 康 管 理 費
（ 令 和 ７ 年 度 ）

産 業 医 及 び 職 員 定 期 健 康
診 断 等 業 務 委 託 料

令和７～９年度 2,562

(単位：千円）
会　計　名

下 水 道 事 業

・債務負担行為（変更） 　　　　　(単位：千円）

期間 限度額 期間 限度額

水 道 事 業 事 務 用 機 器 等 運 用 経 費 令和７～14年度 14,261 令和７～14年度 28,091 13,830

会　計　名 事　　項
補　正　前 補　正　後

補正額

・債務負担行為（変更） 　　　　　(単位：千円）

期間 限度額 期間 限度額

市 立 四 日 市 病 院 事 業
業 務 ・ 事 務 処 理 委 託 等 に
要 す る 経 費

令和７～11年度 6,967 令和７～11年度 205,809 198,842

会　計　名 事　　項
補　正　前 補　正　後

補正額
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・債務負担行為（追加）
事　　項 内　　容 期　間 限度額

職 員 健 康 管 理 費
（ 令 和 ７ 年 度 ）

産 業 医 及 び 職 員 定 期 健 康
診 断 等 業 務 委 託 料

令和７～９年度 92

(単位：千円）
会　計　名

農 業 集 落
排 水 事 業

・債務負担行為（変更） 　　　　　(単位：千円）

期間 限度額 期間 限度額

下 水 道 事 業
管 渠 布 設 事 業 費
（ 令 和 ７ 年 度 ）

令和７～９年度 1,166,000 令和７～９年度 1,361,000 195,000

会　計　名 事　　項
補　正　前 補　正　後

補正額
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